
平成12年2月22日付け　包括外部監査の結果報告書

「平成11年度包括外部監査の結果報告書」にかかわる包括外部監査の実施過程において、地方自治法

第２条第13項及び第14項の規定の趣旨から、私が重要であると思う運営管理上の諸点についても検討

をしたので、結果報告書に係る参考事項に加えて以下のとおり意見を申し述べる。

（本意見書記載事項につきお断り事項）

1.出所を記載した各表は何らの検討も実施していない。

2.意見書中の表の金額単位以下は特記以外は切捨てているので、合計は総額と一致しない。

3.意見書中の表の区分項目相互間で、その金額が相違することがあるが、その理由はそれぞれの資料

が、一般会計、特別会計、公営企業会計の単独又は複合する場合である。

○　はじめに

  包括外部監査に当って                                                                       

  　平成10年10月 1日に外部監査制度導入のために地方自治法が改正され、四日市市でも条例を定め、平

  成11年 4月 1日から外部監査制度を導入することとなった。初めての外部監査でもあり、監査結果の意見

  を表明するに当たってより理解を求めるため、制度の概要及び適用した監査基準準則等について簡単に

  説明を行うものである。                                                                     

  １　改正地方自治法における監査制度改革の背景                                               

　　　自治省は、平成 6年頃から地方分権を「地方分権推進法」に基づいて本格的に推進していく上で、

　　一部の地方公共団体で予算の不適正な執行が各方面から指摘され、信頼感が根本から揺らぎつつあっ

　　たことを踏まえ、地方公共団体の行政の適正な運営を確保するため、監査制度を強化しないといけな

　　い、そのためには地方公共団体の監査制度の改革を進めることが必要として現行の監査委員制度も 

　　強化するけれども、外部監査の導入を検討し、第25次地方制度調査会の「監査制度の改革に関する 

　　答申」を受けて「地方自治法の一部を改正する法律案」を作成し、平成 9年 3月12日に国会へ提出し、

　　平成 9年 6月 4日「地方自治法の一部を改正する法律」を公布した。                           



　　施行期日等                                                                               

  　  　改正地方自治法では、この外部監査制度については、公布の日から起算して 1年 6ケ月を超えない

      範囲内において政令で定める日から施行されることになり、平成10年 7月23日政令第 260号の附則に

      よって「この政令は、地方自治法の一部を改正する法律（平成 9年法律第67号）附則第 1条第 2号に

      掲げる規定の施行の日（平成10年10月 1日）から施行する」と定められた。                   

  ２　四日市市における包括外部監査の実施は、地方自治法（以下単に ｢法｣ という）第 252条の36（包括

    外部監査契約の締結）の第 1項第 3号規定の市又は町村（任意契約締結市町村）で、当該契約に基づく

    監査を受けることを条例により定め、実施に踏切った我が国最初の市である。なお、法によって義務

    づけられている包括外部監査対象団体（'98年4月現在）は、　都道府県　　　対象数　47

                                                          　政令指定都市　対象数　12

                                                          　中核市　　　　対象数　21　である。

　　地方自治法　第252 条の36

　　　次に掲げる普通地方公共団体の長は、政令の定めるところにより、毎会計年度、当該会計年度に

　　　係る包括外部監査契約を、速やかに、一の者と締結しなければならない。この場合においては、あ

　　　らかじめ監査委員の意見を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。

　　一　都道府県

　　二　政令で定める市                                                                     

　　三　前号に掲げる市以外の市又は町村で、契約に基づく監査を受けることを条例により定めたもの

　３　包括外部監査の基本方針

　　「公会計監査の目的からみたときの地方自治法外部監査の意義」

　　　日本公認会計士協会平成11年6 月開催特別研修会｢ 地方公共団体外部監査制度に関する特別研修

　　　会(その3)｣ より転写

　　　公会計監査をその内容別に整理すると、一般的には以下のように区分される。                 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌────────┐                                   

　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─┤　財務諸表監査　│                                   

　　　　　　　　　　　　　　　　　│　└────────┘                                   

　　　　　　┌───────┐　　│　┌────────┐                                   

　　　　　　│　公会計監査　├──┼─┤　合規性監査　　│                                   



　　　　　　└───────┘　　│　└────────┘                                   

　　　　　　　　　　　　　　　　　│　┌────────┐                                   

　　　　　　　　　　　　　　　　　└─┤　業績監査　　　│                                   

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　└────────┘                                   

    　公会計監査における財務諸表監査も、営利企業における財務諸表監査とほぼ同義であるが、公会計

　　監査における財務諸表監査は「正確性」という観点で捉えられることが異なる点といえる。       

　　　合規性監査は、公会計監査においては法規準拠性監査と言い換えた方がより適切に理解しやすいと

　　いえるが、その実施が強く求められることは公会計監査における大きな特徴といえ、また、この監査

　　の観点はそれ以外の監査、すなわち財務諸表監査や業績監査を実施する場合にも重視される必要があ

　　る。

　　業績監査は、言い換えれば、経済性(economy) 、効率性(efficiency)、有効性(effectiveness) の評

　　価、いわゆるＶＦＭ（3E）監査である。                                                     

    　以上は一般的意味での公会計監査の内容別の整理であるが、一方、我が国の地方自治法に基づく包

　　括外部監査は、ある意味では合規性監査そのものである。                                     

　　  地方自治法に基づく包括外部監査は本質的に財務監査（法第199 条第１項）と同義であり、かつ財

　　務監査のうちの随時監査（法第199 条第５項）と言い換えられるものであり、定期に実施する定例監

　　査でつかめなかったものの監査であって、特定の事件を切り取って随時に監査をするという性格のも

　　のである。そして、財務監査と同様に、地方自治法第２条第13項及び第14項に特に意を用いることと

　　されているが、さらに包括外部監査に関しては「法第２条第13項及び第14項の趣旨の達成を図るた 

　　め」（法第252 条の27第２項及び第252 条の37第１項）に行われるものとされている。

　　　この「法第２条第13項及び第14項の趣旨の達成を図るため」と規定されていることから、包括外部

　　監査は合規性監査と業績監査との双方の監査と理解されることがあるが、正しくは、包括外部監査は

　　合規性監査（意見にわたる部分についてはＶＦＭの観点も含まれる。）と考えるべきである。と言う

　　のは、地方自治法においては法第２条第13項及び第14項そのものが、地方公共団体が有すべき姿勢あ

　　るいは目標として規定されているものである。したがって、地方公共団体においては「法第２条第13

　　項及び第14項の趣旨の達成を図る」こと自体が「合規」であり、そのため、包括外部監査は合規性監

　　査そのものといえるわけである。ここに我が国の地方自治法の下における「包括外部監査」の性格に

　　ついての大きな特徴が指摘される（日本公認会計士協会「地方公共団体の外部監査人のための外部監

　　査のガイドライン１－５－１」参照）。                                                     

　　　さらに、包括外部監査については改めて、次の点に留意していただきたい。                   



　　  包括外部監査が財務監査であることは前述したが、同じく監査委員の範疇とされている行政監査 

　　（法第199 条第２項）と財務監査とが異なるものであることが、行政監査についてが規定された当時

　　に自治省からの見解として示されている（後記参照）。                                       

　　　その見解によれば、『財務監査を通じて一般行政事務（の「最小の経費で最大の効果を発揮すべき

　　 原則」及び「組織及び運営を合理化すべき原則」に則ってなされているか）にアプローチすること

　　は可能であるが、一般行政事務そのものをテーマとして監査する建前とはなっていない』とされてい

　　る。

　　　このため、「一般行政事務が「最小の経費で最大の効果を発揮すべき原則」及び「組織及び運営を

　　合理化すべき原則」に則ってなされているかについてのアプローチ」の結果、外部監査人として得ら

　　れた内容は、結果ではなく「意見」として記すこととなる。                                   

　　　なお、以上のような考え方に立ったとしても、包括外部監査において一般行政事務そのものをテー

　　マとせず、あくまで「予算の執行、収入、支出、契約及び有価証券の出納保管、財務保管、財産管理

　　等の事務の執行に関する監査」を前提とする限りにおいては、一般行政事務への「最小の経費で最大

　　の効果を発揮すべき原則」及び「組織及び運営を合理化すべき原則」の観点からのアプローチは、や

　　はり包括外部監査人として考慮することが必要なアプローチである。それは地方自治法第252 条の37

　　第２項において、包括外部監査人は当該包括外部監査対象団体の財務に関する事務の執行及び当該包

　　括外部監査対象団体の経営に係る事業の管理が同法第２条第13項及び第14項の規定の趣旨に則ってな

　　されているかどうかに、特に、意を用いなければならないとされているからである。

　　　また、財務監査においては「経営に係る事業の管理を監査」することも範疇とされており、例え 

　　ば、地方公営企業を外部監査の対象とする場合には、「最小の経費で最大の効果を発揮すべき原則」

　　及び「組織及び運営を合理化すべき原則」の観点から包括外部監査を実施することは、前述のような

　　齟齬は生じないものと想像されるところである。                                             

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（記）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　治　省　資　料　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　┌───────────────────────────────────────┐

　　　│○　財務監査とは何か。行政監査との違いは何か。　　　　　　　　　　　　　　　　│

　　　└───────────────────────────────────────┘

　　　　答一  財務監査とは、財務、すなわち予算の執行、収入、支出、契約、現金及び有価証

　　　　    券の出納保管、財務保管、財産管理等の事務の執行に関する監査をいうものである。

　　　　  二  これに対し行政監査とは、一般行政事務そのもの、すなわち部課等の組織、職員



　　　　    の配置、事務処理の手続、施設運営等につき、その適正かつ効率的な運営を確保す

　　　　    るため、合理性、能率性の観点から行う監査である。

　　　　  三  現行法では、直接請求による監査、議会の要求による監査等特別の規定に基づい

　　　　    て監査を行う場合を除き監査委員の監査の対象は、財務に関する事務の執行及び地

　　　　    方公共団体の経営に係る事業の管理に限定されている

　　　┌───────────────────────────────────────┐

　　　│○　今回監査の対象を行政監査にまで広げる理由は何か。　　　　　　　　　　　　　│

　　　└───────────────────────────────────────┘

　　　  答一  監査委員の監査の対象は、地方公共団体の経営に係る事業の管理のほかは、財務

　　　      に関する事務の執行であるが、最近、公正で能率的な行政の確保に対する住民の関

　　　      心は一段と高まってきており、これに応え監査委員による監査機能の強化を図るた

　　　      めには財務監査に加え、組織、人員、事務処理方法その他の行政運営全般について

　　　      も、適法性の確保及び能率性の観点から監査できることとする必要がある。

　　　    二  現行法においても、「最小の経費で最大の効果を発揮すべき原則」及び「組織及

　　　      び運営を合理化すべき原則」にのっとってなされているかどうかに特に意を用いな

　　　      ければならないとされ、また、監査の結果に基づいて必要があると認めるときは、

　　　      組織運営の合理化に資するため意見を提出できるものとされているので、財務監査

　　　      を通じて一般行政事務にアプローチすることは可能であるが、一般行政事務そのも

　　　      のをテーマとして監査する建前とはなっていないこと、また、そのためややもする

　　　      と帳簿・書類の審査をもって足りるとの傾きがないではないことなどから、この際

　　　      一般行政事務を監査の対象にしようとするものである。

                                　日本公認会計士協会資料

                  （地方公共団体の外部監査人のための外部監査のガイドライン）

　　　　１－５　地方公共団体外部監査の基本方針

　　　　１－５－１  外部監査人は、監査の対象となる事件あるいは事項が、地方自治の

　　　　本旨に基づき定められている地方自治法及びその関係法令に則っているかどうか

　　　　について、監査しなければならない。　



　　　　

　　　　 (解説)　 一般に公的部門の監査を行うに当たっては、監査の観点として次の四

　　　　つの観点が挙げられる。

　　　　　①　正確性─決算が予算執行の状況を正確に表示しているか。

　　　　　②　合規性 (準拠性) ─会計処理が予算や法令に従って適正に処理されているか。

　　　　　③　経済性・効率性─事務・事業が経済的・効率的に行われているか。

　　　　　④　有効性─事業が所期の目的を達成し、また、効果を上げているか。

　　　　　包括外部監査人は自己の識見に基づいて、当該団体の財務事務や事業について、

　　　　特定のテーマを自己の責任で選択し監査を行う。包括外部監査人の監査の実施の

　　　　態様は、従来監査委員が行ってきた随時監査に当たる。

　　　　包括外部監査契約は、地方公共団体が、法第２条第13項 (住民福祉の増進、最少

　　　　の経費で最大の効果) 及び法第２条第14項 (組織運営の合理化、規模の適正化) 

　　　　の規定の趣旨を達成するため、外部の専門家による毎会計年度に監査を実施する

　　　　年度契約である。このため、地方公共団体の外部監査の観点は経済性・効率性、

　　　　有効性のいわゆるＶＦＭ  (Value for money)に重点が置かれるべきものといえ

　　　　るが、注意しなければならないのはＶＦＭの観点の監査を行うこと自体が合規性

　　　　の観点の監査の範疇に含まれるということである。これは法第２条第13項及び第

　　　　14項そのものが地方公共団体の執行機関における義務を規定したものだからであ

　　　　る。

　　　　　本項は、公的部門の外部監査においては通常の外部監査とは異なり合規性の観

　　　　点が重視されるものであるため、そのことを明確にするべく掲げたものである。

　　　　なお、前述の公的部門の監査における四つの観点のうちの正確性については、決

　　　　算審査 (法第 233条第２項) が外部監査の監査の範疇に含まれていない関係で、

　　　　直接的には、外部監査人の観点に含まれない。

　　　　

　　　　１－５－２  外部監査人は、包括外部監査の実施に当たっては、外部監査対象団

　　　　体の財務に関する事務の執行及びその経営に係る事業の管理が、住民の福祉の増

　　　　進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、かつ、常にそ

　　　　の組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の団体に協力を求めてその規模の

　　　　適正化を図っているかどうかに、特に、意を用いなければならない。 (法第 252

　　　　条の37第１項、同第２項、第２条第13項、同第14項参照)



　　　　

　　　　 (解説) 　包括外部監査人の監査について、法第 252条の37第１項、第２項の規

　　　　定の趣旨を明らかにしたものであり、１－５－１の解説で述べた公的部門におけ

　　　　る監査の四つの観点のうち、特に、経済性・効率性、有効性の観点（ＶＦＭ監

　　　　査）からの監査を実施しなければならないことを明らかにしたのである。

　　　　

　　　　１－５－３  外部監査人は、包括外部監査においては、選定された特定の事件の

　　　　内容により、住民の福祉増進等の観点からのみ外部監査の結果の報告をなすこと

　　　　があることに留意しなければならない。

　　　　

　　　　 (解説) 　１－５－１及びその解説で明らかにしたように、地方公共団体の外部

　　　　監査においては法第２条第13項及び第14項の規定の趣旨の達成の意味も含んだと

　　　　ころの「合規性」についての監査が求められているわけであるが、その法第２条

　　　　第13項及び第14項の規定の趣旨、すなわち経済性・効率性、有効性についてを外

　　　　部監査の観点を中心とし、それによる観点からだけの外部監査の結果報告をなす

　　　　ことも可能であることを明らかにしたものである。１－５－１の記述だけである

　　　　と、法第２条第13項及び第14項を考慮しないところの一般的意味での合規性監査

　　　　と受け取られる懸念があるため、あえて本項が設けられたものである。

  ４　以上、日本公認会計士協会作成研修資料及び同資料ガイドラインにいう主旨を承知し、外部監査契

    約を締結した。                                                                           

      包括外部監査契約の締結日    平成11年 6月28日                                           

  ５　四日市市包括外部監査人として監査実施に当って、拠るべき監査基準準則の作成               

    　上来記述事項及び近い将来外部監査基準準則の新設も期待されることに鑑み「都市監査基準準則 

    （昭和60年8 月29日、最近改訂平成10年8 月27日）」を拠るべき監査基準準則と定めた。　　　　　

  ６　監査の実施に伴う外部監査人と監査委員相互間の配慮                                       

    　監査委員とは特に密に協力し合い、監査の円滑な実施と監査の結果報告及び同報告に添える意見の

    充実を図らなければならない。                                                             

    　包括外部監査人の監査は、監査委員の監査に並んで行うものであり、監査委員の守備範囲との役割



    分担に特に配慮を持つ必要がある。                                                         

　　　　　　　　　　　　　　　　監査委員の行う監査・検査・審査

　　　┌────┬──────────────────────────────────┐　　　

　　　│　監査の│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│　　　　│　　　　　　　　監査の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│　区分　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　├──┬─┼──────────────────────────────────┤　　　

　　　│本　│一│１．定期（定例）監査（財務監査）　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│来　│般│２．随時監査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│の　│監│３．行政監査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│職　│査│４．財政援助団体等及び公の施設の管理受託団体に関する監査  　　　　　│　　　

　　　│務に├─┼──────────────────────────────────┤　　　

　　　│権よ│特│１．住民の直接請求による監査  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│限る│別│２．議会の要求による監査  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│　監│監│３．主務大臣若しくは知事又は長の要求による監査  　　　　　　　　　　│　　　

　　　│　査│査│４．主務大臣又は都道府県知事からの委任による代行検査又は監査  　　　│　　　

　　　├──┼─┼──────────────────────────────────┤　　　

　　　│付　│　│１．例月出納検査  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│随　│特│２．指定金融機関等の公金取扱に関する監査  　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│的　│　│３．決算審査  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│に　│別│４．基金の運用状況の審査  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│与　│　│５．住民による監査請求に基づく監査  　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│え職│監│６．職員の損害賠償に関する監査並びに賠償責任免除に関する審査及び意見│　　　

　　　│ら務│　│　　の決定  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│れ権│査│７．請願措置監査  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　

　　　│た限│　│８．当該地方公共団体の組織及び運営の合理化に資するための意見の提出　│　　　

　　　└──┴─┴──────────────────────────────────┘　　　

                  地方公共団体の会計と監査（日本公認会計士協会公会計委員会）                 



　　　このため、現在監査委員の行っている監査のうち、定期監査については監査委員が専ら行うことと

　　し、随時監査について、監査委員監査と並んで包括外部監査人の監査の対象とすることが適当である

　　と考える。従って、包括外部監査人はその監査が実質的に現在の監査委員が行っている定期監査と同

　　一の監査とならないようにしなければならない。

　　　このような配慮をもって実施した監査の結果の報告は、次のようになる。                     

　　　　　　監査委員　　　　　　全般対象　　　　　定期                                     

　　　　　　　　　　　　　　　　合規性監査　　┐                                             

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├＝監査結果報告書                             

　　　　　　　　　　　　　　　　業績監査　　　┘                                             

　　　　　包括外部監査人　　　　特定の事件対象　　随時                                     

　　　　　　　　　　　　　　　　合規性監査　　＝監査の結果報告書                             

　　　　　　　　　　　　　　　　費用対効果･ 組織                                             

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝監査の結果報告書に添えて提出する意見書       

　　　　　　　　　　　　　　　　運営の合理化意見

  ７　特定の事件の選定について                                                               

    　包括外部監査における財務監査は、今までにも述べたように、包括外部監査対象団体の財務に関す

    る事務の執行及び包括外部監査の対象団体の経営に係る事業の管理のうち、地方自治法第２条第13項

    及び第14項の規定の趣旨を達成するため必要と認める特定の事件について監査するものと規定してい

    る。（法第252 条の37第１項）

      法第２条第13項

          地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少

        の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。                                 

      法第２条第14項

          地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団体に協力

        を求めてその規模の適正化を図らなければならない。                                     

　　　外部監査の方法等は特に定められておらず、またその監査対象はかなり広い範囲の中から事件を選

    定しなければならない。当包括外部監査は第１回であって、財務監査の重要事項の一つである内部統

    制組織の確認即ち内部牽制制度が有効に機能しているかどうか確めることが重要である。そこに盲点



    があって、事故の発生につながった事例がある。そこで先づ対象組織・部局を知り、会計規則や業務

    処理規定の入手と検討を行い、予算執行事務から決算事務（それぞれの説明書の検討を含む）までを

    理解し、その間内部統制組織の整備状況の把握に努めるための予備調査に相当の時間を費すこととし

    た。これらを対象とする範囲と情報は、膨大なものでありかつ初めての包括外部監査人は如何にも不

    馴れなため、正直、予備調査が満足にできないまま企画時に巾を持たせて選定した事件を更に絞り込

    んで最終的な事件を選定することとした。                                                   

    　事件の選定方針としては、底流に四日市市が独自に作成を急いでいる統一的基準に基づく貸借対照

    表の作成に役立つ意思を持ち続けていこうという理念を置いた。これは四日市市がその支配管理する

    経営資源についての情報を自ら十分に把握する必要があり、それを貸借対照表等の財務報告によって

    市民に開示するとともに、その実物資本または実体資本を自ら活用する契機を得ることになることを

    十分に認識する必要性を根底にしたかった理由による。                                       

    　そして具体的事件としては、未成熟な予備調査を考えれば一つ位に限る方がより効果があると思 

    われたが、前記を念頭に敢えていくつかの部局の他、各部局に亘る人件費のうち「職員退職金の支出

    事務の執行」を事件として選んだ次第であった。                                             

１  市税収入事務の執行について

    平成10年度の市税収入状況は（別表１）のとおりである。                                     

    市税収入事務全体について合規性の面からは、適切に実施されていたが、賦課事務及び徴収事務の一

  部について、次の通り改善・整備をすることが望まれる。                                       

  1)  賦課事務について                                                                       

      市税収入事務のうち、法人市民税について、過去５年間に当市が行った開設会計年度を経過してな

    お開設等の届けのない未申告法人の実態調査結果によると、各年度毎に、新規に把握した課税客体の

    件数と税額は（別表２）の通り作表されている。

      これによると、市外に本店があって、市内に事業所等を有することにより、課税客体として新規に

    把握したときには、当該法人に開設届け及び市民税申告書を送付し、申告書の提出を要請することか

    ら、課税はその提出を要請した日を含む事業年度からとなり、実際の開設が前年度であった事業所の

    場合の課税が翌会計年度となる場合がある。



    　これを改善するため、新規課税客体の調査は、法人の市民税申告の時期を考慮して、無・未申告法

    人のみを対象とするのではなく、新規開設法人も未申告法人の対象とすることを明確にして、年度計

    画の下に経常的・網羅的に実施されるよう改善措置を講ぜられたい。                           

  2)  徴収事務について                                                                       

      市税収入事務の一つである納税課の徴収事務については、近年滞納税額が増加傾向にあり、平成10

    年度より過去５年間の市税収入状況及び滞納状況は、下記のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　┌───────┬──────────┬──────────┬──────────┬─────────┬───────────┐

　　│　　　　項目　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　│

　　│　　　　　　　│　　　予算現額　　　│　　　調定額　　　　│　　　収入済額　　　│　　不納欠損額　　│　　　収入未済額　　　│

　　│年度　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　│

　　├───────┼──────────┼──────────┼──────────┼─────────┼───────────┤

　　│平成６年度　　│４８，１８４，８０５│５１，２１１，１２１│４８，６６５，３０２│　　　６１，２６７│　　２，４８４，５５１│

　　├───────┼──────────┼──────────┼──────────┼─────────┼───────────┤

　　│平成７年度　　│４９，９９１，４４１│５２，７６２，５３６│５０，１７２，９３８│　　　６５，７１９│　　２，５２３，８７８│

　　├───────┼──────────┼──────────┼──────────┼─────────┼───────────┤

　　│平成８年度　　│５１，２７０，４２３│５４，１５９，７７６│５１，３７１，０４３│　　　６９，６８３│　　２，７１９，０４９│

　　├───────┼──────────┼──────────┼──────────┼─────────┼───────────┤

　　│平成９年度　　│５３，４６６，５８２│５７，６５５，０１１│５４，３７０，９６８│　　２３８，６６０│　　３，０４５，３８２│

　　├───────┼──────────┼──────────┼──────────┼─────────┼───────────┤

　　│平成１０年度　│５２，７０９，０６８│５６，４０８，０８５│５２，８０１，１７０│　　１７２，０５３│　　３，４３４，８６１│

　　└───────┴──────────┴──────────┴──────────┴─────────┴───────────┘

　　市税収入の滞納税額の発生年度は昭和44年度から平成10年度までで 3,434,861千円（17,799件) であ

　る。その内、平成10年度発生の収入未済額は、 1,109,479千円である。                           

　　　滞納税額に対する管理状況は、一人別の「滞納整理カード」で個別管理し、滞納税額が発生した時

　　点から完済するまで又は不納欠損処分までをその「滞納整理カード」で、担当者別・地区別にファイ

　　ル管理されている。現時点では、滞納税額及び滞納件数が増加傾向にあるなかで、担当者ベースでの

　　「滞納整理カード」での事務処理能力は不可能になりつつある。平成10年度の不納欠損額の内、時効



　　処分は47,020千円である。                                                                 

　　　平成11年度は電算システムでもってその点を改善する体制作りに着手され、また、滞納税額百万円

　　超の大口滞納者 (社) については、「特別滞納整理班」でもって循環的に滞納者 (社) を戸別訪問等に

　　より回収実績を伸ばしている。平成11年11月30日時点で、百万円超の大口滞納者 (社) の内、概ね50％

　　については、納付済または納付誓約を入手するに至っているが、なお回収努力が望まれる。       

　　　滞納処分による差押物件は、換価処分が困難かつ長期化していることは、好ましい状況ではない。

　　今後、滞納整理に対する電算処理を推進し、滞納税額の発生を極力抑える様な組織体制作りを早急

    に押し進める必要がある。                                                                 

　3)  費用対効果について                                                                     

　　  市税収入事務に要した費用について、その効果等を測定することは非常に難しい面がある。     

　　  収入事務に要する費用としては、当市の税務概要によると、人件費、需用費、報奨金及びこれに類

　　する経費、その他に分類されている。                                                       

　　  これを、市税の収入済額に対して、それぞれの費用の割合が、経年どの様に変化しているかはマク

　　ロ的に捉えることができる。しかし、その効果等は経済環境の変化等、外部要因による他、税務職員

　　の人数・経験等の影響を受け、例えば収納率の向上との間に、直接因果関係を求めることは難しい。

　　  そこで、こうした実態を踏まえ、市税全体の収入事務に要する費用の経年変化を検討した。     

　　ア　検討に当たって、費用の効果等を表現できる指標等となるべきものがないかを着眼点とした。 

　　　  実施に際し、平成６年度から平成10年度までの次の資料を収集した。                       

　　　(ｱ) 市税の収納済額                                                                     

　　　(ｲ) 税務職員数                                                                         

　　　(ｳ) 税務職員の人件費及び職員一人当たりの人件費                                         

　　　(ｴ) 市税収入千円当たりの人件費                                                         

　　　(ｵ) 徴税費のうち人件費の占める割合                                                     

　　　(ｶ) 市税収入千円当たりの徴税費                                                         

　　　(ｷ) 効果を表現できる指標となる収納率                                                   

　　　　(注) 収入事務は情報処理システムにより処理されているので、その費用も算出しなければならな

　　　　　いが、現行システムの運営下では区分把握が困難なため除外した。                       

　　イ　過去５年間の市税収入及び徴税費に関する資料（別表３）に基づき検討の結果               

　　　(ｱ) 収納率は年度ごとに低下し、平成10年度は平成６年度と比較して1.4 ポイント低下している。



      　これは経済環境の悪化に伴い、滞納繰越分の収納率の低下（平成10年度は平成６年度と比較して

      　5.9 ポイント低下）が影響している。                                                   

　　　(ｲ) 税務職員一人当たりの平成10年度の人件費は、平成６年度と比較して3.8 ％の増加となってい

      　る。これは、職員の年齢構成・経験等により変わるため比較は困難である。                 

　　　(ｳ) 徴税費のうち人件費の占める割合は平成８年度をピークに減少しているが、平成10年度は平成

        ６年度と比較すると6.0 ポイント増加している。これは、需用費に含まれる固定資産の評価にか

        かわる諸経費の増減が徴税費に大きく影響している現状から、この割合が高いか低いか単純に結

        論できない。

　　　(ｴ) 市税収入千円当たりの人件費は、平成10年度は平成６年度と比較して１円の減少で、各年度ご

        とに大きな変化はないものの平成９年度は14円と過去５年間で最も低い。                   

　　ウ　提出する意見                                                                         

        市税収入に対する費用の類似都市及び近隣都市の比較データは入手されているが、都市にはそれ

      ぞれ経済状況等の特殊事情もあり、比較することは困難である。                             

        従って、目標とすべき指標の特定はできないが、過去５年間の推移から判断して、例えば収納率

      は５年間で最も高い平成７年度の95.1％（現年度分98.5％、滞納繰越分22.7％）、市税収入千円当

      たりの徴税費は同５年間で最も低い18円とした目標管理を提言したい。                       

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　税　収　入　状　況　　（別表１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

┌──────────┬────────────────────────────────┬──────┬──────┬───────┬──┐

│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　平成１０年度　　　　　　　　　　　　　　│平成９年度　│　徴収率　　│　対前年度比　│　　│

│　　　　税目　　　　├──────┬──────┬──────┬─────┬─────┤　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　│備考│

│　　　　　　　　　　│　　予算額　│　調定額Ａ　│　収入額Ｂ　│不能欠損額│収入未済額│収入済額Ｃ　│　　Ｂ／Ａ　│　　　Ｂ／Ｃ　│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　　│　　　　　％│　　　　　　％│　　│

│市税　　　　　　　　│５２，７０９│５６，４０８│５２，８０１│　　１７２│３，４３４│５４，３７０│　９３．６１│　　９７．１１│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│５２，００８│５３，３４３│５２，２３４│　　　　－│１，１０９│５３，８９２│　９７．９２│　　９６．９２│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　７００│　３，０６４│　　　５６６│　　１７２│２，３２５│　　　４７８│　１８．５０│　１１８．４３│　　│



├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│１．普通税　　　　　│４９，９７５│５３，５３１│５０，０９８│　　１６７│３，２６５│５１，７４７│　９３．５９│　　９６．８１│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│４９，３１２│５０，６１２│４９，５５９│　　　　－│１，０５３│５１，２９４│　９７．９２│　　９６．６２│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　６６３│　２，９１８│　　　５３９│　　１６７│２，２１２│　　　４５２│　１８．４７│　１１９．１０│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　１）市民税　　　　│２０，９１４│２２，７８６│２０，９７６│　　１２０│１，６８９│２２，９７２│　９２．０６│　　９１．３１│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　①個人　　　　│１５，５１２│１７，２５３│１５，５５２│　　１１６│１，５８５│１７，００９│　９０．１４│　　９１．４３│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│１５，１９８│１５，７３０│１５，２８５│　　　　－│　　４４５│１６，７８６│　９７．１７│　　９１．０６│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　３１４│　１，５２２│　　　２６６│　　１１６│１，１３９│　　　２２３│　１７．５２│　１１９．３２│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　②法人　　　　│　５，４０１│　５，５３３│　５，４２４│　　　　４│　　１０４│　５，９６２│　９８．０３│　　９０．９９│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　５，３８２│　５，４４０│　５，４０１│　　　　－│　　　３９│　５，９５０│　９９．２７│　　９０．７７│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　　１９│　　　　９２│　　　　２３│　　　　４│　　　６４│　　　　１１│　２５．７０│　２００．１９│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　２）固定資産税　　│２６，６４７│２８，２８６│２６，７００│　　　４３│１，５４１│２５，９３７│　９４．３９│　１０２．９４│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　①土地　　　　│　９，３４４│１０，３０１│　９，４４７│　　　２４│　　８２９│　９，２１６│　９１．７１│　１０２．５１│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　９，１６９│　９，６０４│　９，３１６│　　　　－│　　２８７│　９，１００│　９７．００│　１０２．３８│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　１７５│　　　６９７│　　　１３１│　　　２４│　　５４１│　　　１１５│　１８．８４│　１１３．３６│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　②家屋　　　　│　７，６９４│　８，３３３│　７，６４７│　　　１９│　　６６６│　７，２２８│　９１．７７│　１０５．７９│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤



│　　　　　現年課税分│　７，５５５│　７，７７６│　７，５４２│　　　　－│　　２３４│　７，１３５│　９６．９９│　１０５．７１│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　１３９│　　　５５６│　　　１０４│　　　１９│　　４３２│　　　　９３│　１８．８４│　１１２．３０│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　③償却資産　　│　９，５７０│　９，６１２│　９，５６６│　　　　０│　　　４５│　９，４５２│　９９．５２│　１０１．２０│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　９，５６１│　９，５９４│　９，５６０│　　　　－│　　　３４│　９，４４９│　９９．６４│　１０１．１７│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　　　８│　　　　１７│　　　　　６│　　　　０│　　　１１│　　　　　３│　３５．０６│　１８２．３９│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　④交付金　　　│　　　　３８│　　　　３８│　　　　３８│　　　　－│　　　　－│　　　　３９│１００．００│　　９６．７８│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　　　　３８│　　　　３８│　　　　３８│　　　　－│　　　　－│　　　　３９│１００．００│　　９６．７８│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　３）軽自動車税　　│　　　３２６│　　　３６０│　　　３２３│　　　　２│　　　３３│　　　３１２│　８９．７８│　１０３．４６│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　　　３２０│　　　３３１│　　　３１９│　　　　－│　　　１２│　　　３０８│　９６．３５│　１０３．４７│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　　　６│　　　　２９│　　　　　４│　　　　２│　　　２１│　　　　　４│　１５．８７│　１０３．２２│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　４）市たばこ税　　│　１，９９０│　２，００４│　２，００４│　　　　－│　　　　－│　１，９８２│１００．００│　１０１．０９│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　１，９９０│　２，００４│　２，００４│　　　　－│　　　　－│　１，９８２│１００．００│　１０１．０９│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　５）特別土地保有税│　　　　９８│　　　　９３│　　　　９２│　　　　－│　　　　０│　　　５４１│　９９．７１│　　１７．１６│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　　　　９８│　　　　９１│　　　　９１│　　　　－│　　　　０│　　　５４１│　９９．８０│　　１６．９０│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　　　０│　　　　　１│　　　　　１│　　　　－│　　　　０│　　　　　０│　９４．３１│７１８２．７５│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│２．目的税　　　　　│　２，７３３│　２，８７６│　２，７０２│　　　　５│　　１６９│　２，６２３│　９３．９４│　１０３．００│　　│



├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　２，６９５│　２，７３０│　２，６７４│　　　　－│　　　５５│　２，５９７│　９７．９５│　１０２．９７│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　　３７│　　　１４６│　　　　２７│　　　　５│　　１１３│　　　　２６│　１９．０６│　１０６．７８│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　１）入湯税　　　　│　　　　　０│　　　　　０│　　　　　０│　　　　－│　　　　－│　　　　　０│１００．００│　　６９．６４│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　　　　　０│　　　　　０│　　　　　０│　　　　－│　　　　－│　　　　　０│１００．００│　　６９．６４│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　２）都市計画税　　│　２，７３２│　２，８７６│　２，７０２│　　　　５│　　１６９│　２，６２２│　９３．９４│　１０３．０２│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　現年課税分│　２，６９５│　２，７２９│　２，６７４│　　　　－│　　　５５│　２，５９６│　９７．９５│　１０２．９８│　　│

├──────────┼──────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┼──────┼───────┼──┤

│　　　　　滞納繰越分│　　　　３７│　　　１４６│　　　　２７│　　　　５│　　１１３│　　　　２６│　１９．０６│　１０６．７８│　　│

└──────────┴──────┴──────┴──────┴─────┴─────┴──────┴──────┴───────┴──┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（決算統計資料より作成）

　　　　　　　　　　　　法人市民税の実態調査結果 (無・未申告法人)　（別表２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

┌────┬──┬─────────────┬───────────────┬───────────────┬─────────────┐

│　　　　│従事│　　　　（１）市内本店　　│　　　　（２）市外本店　　　　│　　　計　（１）＋（２）　　　│　　　　　　　　　　　　　│

│　年度　│　　├────┬────────┼────┬──────────┼────┬──────────┤　　　　　　備考　　　　　│

│　　　　│日数│　件数　│　　　税額　　　│　件数　│　　　　税額　　　　│　件数　│　　　　税額　　　　│　　　　　　　　　　　　　│

├────┼──┼────┴────────┴────┴──────────┴────┼──────────┼─────────────┤

│　　　　│　　│７４／２，９４９　件のうち（　一般法人５２件、公益法人２２件）要調査│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　│

│Ｈ．　６│３０│となり、その内新たに申告させる一般法人２０件、公益法人　　　　　　　│　　　　　　　　　　│平成７年度へ継続調査　　　│

│　　　　│　　│１１件であった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　│

├────┼──┼────┬────────┬────┬──────────┬────┼──────────┼─────────────┤

│　　　　│　　│一般　３│　１５６，３００│　　　９│　１，８２９，９００│　　　　│　　　　　　　　　　│　８　　　　　　　　　　　│



│Ｈ．　７│３０│　　　　│　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│　　２１│　２，３１６，２００│　　県税へ調査依頼　　　　│

│　　　　│　　│公益　９│　３３０，０００│　　　　│　　　　　　　　　０│　　　　│　　　　　　　　　　│　２　　　　　　　　　　　│

├────┼──┼────┼────────┼────┼──────────┼────┼──────────┼─────────────┤

│　　　　│　　│　　　　│　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│９３／１９９件は申告不要分│

│Ｈ．　８│３０│　　　９│　２８４，８００│　　９７│２９，６５７，２００│　１０６│２９，９４２，０００│であった。　　　　　　　　│

│　　　　│　　│　　　　│　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　│

├────┼──┼────┼────────┼────┼──────────┼────┼──────────┼─────────────┤

│　　　　│　　│　　　　│　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│７４／１９８件のうち　　　│

│Ｈ．　９│３０│　　　１│　　５０，０００│　　２５│　８，４１６，５００│　　２６│　８，４６６，５００│６件実態なし　　　　　　　│

│　　　　│　　│　　　　│　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│４２件県税へ　　　　　　　│

├────┼──┼────┼────────┼────┼──────────┼────┼──────────┼─────────────┤

│　　　　│　　│　　　　│　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│５　件実態なし　　　　　　│

│Ｈ．１０│２０│　　　１│　　１６，５００│　　　　│　　　　　　　　　　│　　　１│　　　　１６，５００│１０１件税務署へ調査依頼　│

│　　　　│　　│　　　　│　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　│　　　　　　　　　　│（今後は関係市町村へ依頼）│

└────┴──┴────┴────────┴────┴──────────┴────┴──────────┴─────────────┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（財政部市民税課資料）

　　　　　　　　　　　　徴税費に関する調べ　（別表３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）

┌──────────────┬──────────┬──────────┬──────────┬──────────┬──────────┐

│　　　　　　　　　　　　年度│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│

│　　　　　　　　　　　　　　│平成６年度　　　　　│平成７年度　　　　　│平成８年度　　　　　│平成９年度　　　　　│平成１０年度　　　　│

│　　項目　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│　　市税収入額　　　　　　　│４８，６６５，３０３│５０，１７２，９３９│５１，３７１，０４３│５４，３７０，９６９│５２，８０１，１７０│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│１）人件費　　　　　　　　　│　　　７６９，１１５│　　　７７７，７１５│　　　７９２，３１６│　　　７７９，８３６│　　　７８４，０１４│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│税収千円当たりの人件費（円）│　　　　　　　　１６│　　　　　　　　１６│　　　　　　　　１５│　　　　　　　　１４│　　　　　　　　１５│

│　　税務職員数　　（人）　　│　　　　　　　１０９│　　　　　　　１１０│　　　　　　　１１０│　　　　　　　１０９│　　　　　　　１０７│



│　　　　　　　　　　　　　　├──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│１人当たりの人件費　　　　　│　　　　　７，０５６│　　　　　７，０７０│　　　　　７，２０３│　　　　　７，１５４│　　　　　７，３２７│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│２）需用費　　　　　　　　　│　　　２６４，６３４│　　　２６３，０６２│　　　１２８，８３１│　　　１２８，７８４│　　　１８４，０１７│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│３）報奨金等　　　　　　　　│　　　　６７，７９１│　　　　４７，０００│　　　　５５，５０２│　　　　７３，８０７│　　　　５９，７９４│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│４）その他　　　　　　　　　│　　　　　６，５９０│　　　　　７，１４７│　　　　　８，１０１│　　　　１１，１６７│　　　　１０，６６２│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│　１）＋２）＋３）＋４）　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│

│　　徴税費合計　　　　　　　│　１，１０８，１３０│　１，０９４，９２４│　　　９８４，７５０│　　　９９３，５９４│　１，０３８，４８７│

┝━━━━━━━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━┥

│　上記のうち人件費の割合　　│　　　　　　（６９）│　　　　　　（７１）│　　　　　　（８０）│　　　　　　（７８）│　　　　　　（７５）│

│税収千円当たりの徴税費（円）│　　　　　　　　２３│　　　　　　　　２２│　　　　　　　　１９│　　　　　　　　１８│　　　　　　　　２０│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│（参考）　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│

│　個人の県民税収入　　　　　│　５，７８８，８９４│　６，２３６，９９３│　６，１６０，７６１│　６，７３２，６７２│　５，８５３，２５８│

│　　　　　　　　　　　　　　├──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│　県民税徴収取扱費　　　　　│　　　４１５，８６１│　　　４５１，０９３│　　　４４３，２６１│　　　４８４，８５６│　　　４３３，１７７│

├──────────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│（参考）　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│

│　収納率　　　　　　　　　　│　　　　　　９５．０│　　　　　　９５．１│　　　　　　９４．９│　　　　　　９４．３│　　　　　　９３．６│

│　　　　　　　　　　　　　　├──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│内訳　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│

│　　現年度分　　　　　　　　│　　　　　　９８．３│　　　　　　９８．５│　　　　　　９８．３│　　　　　　９８．１│　　　　　　９７．９│

│　　滞納繰越分　　　　　　　│　　　　　　２４．４│　　　　　　２２．７│　　　　　　２３．９│　　　　　　１７．５│　　　　　　１８．５│

└──────────────┴──────────┴──────────┴──────────┴──────────┴──────────┘

(注) ・徴税費合計には個人の県民税収入に対する徴税費も含まれる。

      ・上記表の数値は、単位未満四捨五入している。



２　職員退職金の支出事務の執行について

　1)  退職金支給状況

　　　年度別退職金の支給実績は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円）

　　┌──────┬────────────┬───────────┬───────────┬──────────────┐

　　│　　　　　　│　　　　市長部局　　　　│　　　病院部局　　　　│　　　水道部局　　　　│　　　　　　合計　　　　　　│

　　│　　年度　　├──┬─────────┼──┬────────┼──┬────────┼───┬──────────┤

　　│　　　　　　│人数│　　　　金額　　　│人数│　　　金額　　　│人数│　　　金額　　　│人数　│　　　　金額　　　　│

　　├──────┼──┼─────────┼──┼────────┼──┼────────┼───┼──────────┤

　　│平成１０年度│７４│１，７２０，４９６│４２│　３３６，１７０│１０│　３１０，９３２│１２６│　２，３６７，６００│

　　│平成９年度　│８５│１，８９５，７５３│４８│　２２５，０１３│　７│　２１９，７０５│１４０│　２，３４０，４７１│

　　│平成８年度　│８４│２，０９２，４０８│４３│　１３０，０２７│　７│　２２０，４８２│１３４│　２，４４２，９１８│

　　│平成７年度　│７６│１，３１０，０１３│４２│　１３９，７０４│１２│　２８５，３０３│１３０│　１，７３５，０２１│

　　└──────┴──┴─────────┴──┴────────┴──┴────────┴───┴──────────┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人事課提出資料より）

　(注) 複数の部局に勤務した職員については、退職時に所属した部局に含めて集計した。会計処理は各部局の

　　　勤務期間に応じて負担配分しているので決算計上額とは一致しない。         

　　　　過去４年間の１人当たりの平均支給額は、市長部局22,002千円、病院部局4,748 千円、水道部局28,789

　　　千円と計算され、また病院部局と水道部局との比較においては、自己都合による中途退職の多い病院部

　　　局が低く、自己都合退職の少ない水道部局が高くなっている。                                 

　　　　なお平成10年度の退職事由別の支給額は、次のとおりである。                             

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：千円）

┌─────┬─────────────┬─────────────┬────────────┐

│　　　　　│　　　　市長部局　　　　　│　　　　病院部局　　　　　│　　　　水道部局　　　　│

│退職事由　├──┬──────────┼──┬──────────┼──┬─────────┤



│　　　　　│人数│　　　　金額　　　　│人数│　　　　金額　　　　│人数│　　　金額　　　　│

├─────┼──┼──────────┼──┼──────────┼──┼─────────┤

│　　　　　│　　│　　（２７，２３５）│　　│　　（２６，７５８）│　　│　（３０，９８４）│

│定年退職　│　　│　　　　　　　　　　│　　│　　　　　　　　　　│　　│　　　　　　　　　│

│　　　　　│３６│　　　９８０，４８５│　４│　　　１０７，０３２│　８│　　２４７，８７９│

├─────┼──┼──────────┼──┼──────────┼──┼─────────┤

│　　　　　│　　│　　（２７，６３２）│　　│　　（２７，３７０）│　　│　（３１，５２６）│

│勧奨退職　│　　│　　　　　　　　　　│　　│　　　　　　　　　　│　　│　　　　　　　　　│

│　　　　　│２３│　　　６３５，５４１│　６│　　　１６４，２２３│　２│　　　６３，０５３│

├─────┼──┼──────────┼──┼──────────┼──┼─────────┤

│　　　　　│　　│　　　（６，９６４）│　　│　　　（２，０２８）│　　│　　　　　　　　　│

│自己都合　│　　│　　　　　　　　　　│　　│　　　　　　　　　　│　　│　　　　　　　　　│

│　　　　　│１５│　　　１０４，４７０│３２│　　　　６４，９１４│　０│　　　　　　　　０│

├─────┼──┼──────────┼──┼──────────┼──┼─────────┤

│　　　　　│　　│　　（２３，２４９）│　　│　　　（８，０７５）│　　│　（３１，０９３）│

│　合計　　│　　│　　　　　　　　　　│　　│　　　　　　　　　　│　　│　　　　　　　　　│

│　　　　　│７４│　１，７２０，４９６│４２│　　　３３６，１７０│１０│　　３１０，９３２│

└─────┴──┴──────────┴──┴──────────┴──┴─────────┘

　　(注) （　）内は１人当たり平均支給額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人事課提出資料より）

　2)  退職給与引当金について

　　年齢別職員構成をみると、46～50歳の年齢層が最も多く、今後15年間は定年を迎える職員は年々増

　加し続ける。このため将来の支出に備えての何らかの対策を講じることが必須となっている。

　　市長部局の一般会計においては、引当金を設定する会計制度はなく、資金を積み立てることにより

　支払資金の準備をする基金制度が考えられ、「新四日市行財政改革大綱実施計画」において、「退職



　手当積立基金の設置を図る」とされているが、財政窮迫の現在実行には至っていない。           

　　地方自治体においても発生主義による企業会計方式の導入が検討されており、それに従えば退職給

　与引当金の設定が必要となる。                                                             

　　病院・水道の事業会計においては、退職給与引当金を引き当てることが、「地方公営企業法及び同

　法施行に関する命令の実施についての依命通達」（以下単に「依命通達」という）において認められ

　ている。退職給与引当金の積立額には自己都合退職による要支給額が用いられ、前記依命通達も「各

　事業年度において引き当てるべき額の基準は、当該事業年度末日に在職する全職員が同日付をもって

　退職したと仮定した場合における支払うべき退職給与金の金額から前事業年度末日に在職した職員が

　同日付をもって退職したと仮定した場合における支払うべき退職給与金の金額を控除した金額を基準

　とすることが適当であること」としている。

　　平成10年度末において、全職員が自己の都合により退職すると仮定した場合の要支給額として、人

　事課から次のような概算計算を入手した。

　　　　市長部局      22,056 百万円

　　　　病院部局       3,214 百万円

　　　　水道部局       2,457 百万円

　　水道事業会計においては、平成10年度末現在、退職給与引当金残高403,179 千円を計上しているが、

　上記期末要支給額の16％に止まっている。水道部局では、各年度の損益計算平準化を目的として、平

　成12年度より適用される退職給与引当金取扱基準を定め、次表に示される引当金の繰入計画を作成し

　ている。その性格は発生主義に基づく債務の認識としての引当金とは異なるため、平成21年度に至っ

　ても引当金残高は328,951 千円と低い水準に止まる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

┌──┬───────────────────────────┬──────────────────────────┐

│　　│　　　　　　　　　　退職金　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　退職給与引当金　　　　　　　　　　│

│年度├────────┬─────────┬────────┼────────┬────────┬────────┤

│　　│支払見込額　　　│引当金繰入額　　　│　　　計　　　　│引当金繰入額　　│引当金取崩額　　│　　　残高　　　│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１０│　２７４，７５６│　　　３７，０００│　３１１，７５６│　　３７，０００│　　　　　　　　│　４０３，１７９│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１１│　２５３，５５２│　　　５９，０００│　３１２，５５２│　　５９，０００│　　　　　　　　│　４６２，１７９│



├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１２│　３０７，７００│▲　　　３，１８１│　３０４，５１９│　　　　　　　　│　　　３，１８１│　４５８，９９８│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１３│　１４８，８３４│　　１５５，６８５│　３０４，５１９│　１５５，６８５│　　　　　　　　│　６１４，６８３│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１４│　４０５，９９９│▲　１００，４５６│　３０４，７４３│　　　　　　　　│　１００，４５６│　５１４，２２７│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１５│　４１２，９０１│▲　１０８，１５８│　３０４，７４３│　　　　　　　　│　１０８，１５８│　４０６，０６９│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１６│　３７８，３７８│▲　　７３，６３５│　３０４，７４３│　　　　　　　　│　　７３，６３５│　３３２，４３４│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１７│　２６２，４０２│　　　４２，３４１│　３０４，７４３│　　４２，３４１│　　　　　　　　│　３７４，７７５│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１８│　　９９，３８４│　　１２７，０４３│　２２６，４２７│　１２７，０４３│　　　　　　　　│　５０１，８１８│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│１９│　２００，７６０│　　　３０，１９５│　２３０，９５５│　　３０，１９５│　　　　　　　　│　５３２，０１３│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│２０│　３７１，７３４│▲　１３６，１６０│　２３５，５７４│　　　　　　　　│　１３６，１６０│　３９５，８５３│

├──┼────────┼─────────┼────────┼────────┼────────┼────────┤

│２１│　３０７，１８８│▲　　６６，９０２│　２４０，２８６│　　　　　　　　│　　６６，９０２│　３２８，９５１│

└──┴────────┴─────────┴────────┴────────┴────────┴────────┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道局提出資料より作成）

      また病院事業会計においては、退職給与引当金を平成10年度より118,000 千円引き当て、今後も引き

    当ての方向で検討中であるが、合理的な基準は定められていない。                             

      退職給与引当金は、税法の取り扱いでは、年度末自己都合による退職金要支給総額の20％を損金算

    入累積限度額としているが、本来税法に関わりなく年度末自己都合要支給額の100 ％（あるいは年度

  　末自己都合要支給額に平均残存勤務期間と利子率に基づく複利現価率を乗じて割り引かれた現在価値

    によることも可とされよう）まで累積残高として引き当てることが望ましい。ただし、現在の地方公

    共団体における会計環境を考慮すれば、市民にも理解され易い税法の累積限度額（20％）を年度末残



    高基準として採用することも一つの合理的な選択肢と考えられる。実務的には達成年度を設けて積増

    し繰り入れを行うほか、別途に毎年度末の貸借対照表に年度末自己都合による退職金要支給額を注記

    する方法によることとなろう。                                                             

  3)  勧奨退職の効果について                                                                 

      効率的で効果ある行政運営を進めるため職員数の適正化を図ることとし、「四日市市職員退職手当

    支給条例」第５条及び第５条の２を適用し、かつ「四日市市職員勧奨退職特別措置要綱」を定めて、

    定年前早期退職制度をとりいれている。平成10年度の市長部局における勧奨退職者は23人であり、他

    の部局が負担する額控除後の退職金支給額は620,320 千円である。この勧奨退職により如何ほどの歳出

    削減が得られるかを人事課の試算値により診てみたい。                                       

        ア  勧奨による支出増加予想額                                                         

              勧奨に基づく退職金支給額                    620,320 千円

              定年時までの利息相当額( 年複利率３％として） 66,209 千円

                        計                                686,529 千円

              定年まで在職するとした場合の退職金予想額    628,937 千円

               差引支出増加額　　　　　　　　　　　　　　　57,592 千円

        イ  支出削減予想額

              定年時までの給与所要額（昇給なしとして）    792,736 千円

            他に支出削減の要素として福利費、利息相当額を見込む必要があるが、無視する。       

      上記のとおり簡便化した試算であるが、アとイの差額735 百万円が将来の歳出を削減する効果と考

    えることができる。                                                                       

      なお、定年退職金予想額より勧奨退職金のほうが少なくなる事例がある。それは勤続期間が25年に

    満たなくて条例第５条の２の適用されない、かつ支給率の低い50～55歳の職員についてみられ、かか

    る条件に合った職員の勧奨退職が勧められれば、効果はより大きくなる。                       

  4)  外郭団体への職員派遣と人件費負担の状況                                                 

┌───────────────────┬─────┬──────┬─────────┐

│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│給与返戻の│退職金返戻の│派遣職員数　　　　│

│派遣先団体名　　　　　　　　　　　　　│　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　　　│

│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　有無　　│　　有無　　│　　（うち兼務）　│



├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│朝明広域衛生組合　　　　　　　　　　　│派遣先負担│　　無　　　│　　　　２　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│四日市市開発公社　　　　　　　　　　　│　　有　　│　　有　　　│　　　　７　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│（財）霞ケ浦振興公社　　　　　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　２　（１）│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│環境事業団　　　　　　　　　　　　　　│派遣先負担│　　無　　　│　　　　３　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│国際交流協会　　　　　　　　　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　３　（３）│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│（財）国際環境技術移転研究センター　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　５　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│三泗農業共済事務組合　　　　　　　　　│　　有　　│　　無　　　│　　　　７　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│（財）三重北勢地域地場産業振興センター│　　無　　│　　無　　　│　　　　３　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│四日市市社会福祉協議会　　　　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　５　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│（株）三重県四日市畜産公社　　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　１　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│四日市地域経済研究所　　　　　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　２　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│（財）四日市市都市整備公社　　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　３　（１）│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│（財）四日市市文化振興財団　　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　５　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│北勢公設地方卸売市場組合　　　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　９　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│（株）三重ソフトウェアセンター　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　２　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤



│四日市港管理組合　　　　　　　　　　　│派遣先負担│　　無　　　│　　　３８　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│（財）四日市レジャー施設協会　　　　　│　　無　　│　　無　　　│　　　　１　　　　│

├───────────────────┼─────┼──────┼─────────┤

│　　　　　　　　総計　　　　　　　　　│　　　　　│　　　　　　│　　　９８　（５）│

└───────────────────┴─────┴──────┴─────────┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人事課提出資料より） 

　　　上表のとおり平成10年度に職員を派遣している外郭団体は17団体、派遣職員数98名であり、うち 

　　13団体43名については、その給与費所要額463,496 千円を四日市市が負担している。また派遣職員の派

　　遣期間に応じた退職金の戻入を受けているのは四日市開発公社のみで、他からの戻入の契約はない。

　　　外郭団体の設立目的、職員派遣の理由、派遣先の財政状態等により派遣先からの負担金返戻を免除

　　する場合には、負担金免除について市民の理解を得られる合理的な根拠がなければならない。また派

　　遣先においても歳出削減を図る政策に沿い、市からの援助を極力逓減するよう事業計画が練られなけ

　　ればならない。                                       

３  民生費のうち社会福祉総務費の事務の執行について 

                                                                                             

      特別記載の対象とする補助金等（補助金・委託金）                                         

    1) [保健福祉課] 関係                                                                     

        社会福祉法人四日市社会福祉協議会の一般会計・施設会計及び特別会計（以下単に社会福祉協議

      会という。）に支出した補助金等のうち事務局正職員の退職金手当への補助金等の支出にかかる事

      案である。                                                                             

        社会福祉協議会の事務局正職員の人件費に対する補助金等は、保健福祉部保健福祉課管轄にて下

      記のように支出されている。                                                             

          ○  給与・諸手当・退職積立金など人件費総額の95％（委託金の場合は100 ％）           

          ○  上記のうち退職積立金として平成10年度年間支出額は8,771 千円である。

        これは、社会福祉協議会の平成10年度決算報告書を閲覧したときに、平成11年3 月31日現在貸借

      対照表貸方引当金の部に「職員退職手当引当金72,776千円」が掲記され、同借方流動資産の部にその



      相当額を含んでいるとして「預金107,895 千円」が掲記されていた事案である。               

        問題として指摘した事由及び検討結果の意見は以下のとおりである。                       

        ア  補助金の支出に「退職手当引当金」を対象としていることは、単会計年度制度を採用してい

          る地方公共団体の支出処理として問題はないか。                                       

        イ  同じく、引当預金が上記補助金等の単会計年度収支剰余金の累積額（不確認事項）とすれ 

          ば、地方自治法第235 条の４（現金及び有価証券の保管）及び同法施行令第168 条の６（歳計現

          金の保管）規定に照らして問題はないか。                                             

        上記指摘事案は、保健福祉課において補助金等の支出の合規性についての調査の過程で同課から

      提出された証憑との照突合、関係書類の閲覧並びに関係質問に対する回答によって検出された事項

      であり、社会福祉協議会に立ち入って調査を行ったものではない。従って保健福祉課における支出

      事務については調査結果を持つが、社会福祉協議会における補助金等の受入れ手続及びその後の事

      実異動並びにそれ等の会計処理についてはその内容と共に関知しない。このためここでは上記指摘

      事項のうちアについてのみ意見を述べる。                                                 

        政府や地方公共団体においては、発生主義でなく単年度予算に基づく行政運営が行われており、

      従って政府や地方公共団体の財政状態は、国民や市民に対して十分な開示は行われていなかった。

      それが大きな要因の一つとなって、国債・地方債の増大（平成11年12月24日決定2000年度予算政府

      案によると2000年度末国債残高は税収の7.5 年分にも相当する364 兆円 (国民１人当り約540 万円) に達

      し、国と地方を合わせた長期債務の残高も645 兆円程度に膨らむ見通しで財政はまさに綱渡り状態と

      なっており、将来世代へのつけ回しはさらに進む。－平成11年12月24日プレス）を招き現在の深刻

      な財政危機をもたらしたと云える。そこで貸借対照表の作成や行政評価の導入が地方公共団体にお

      いて急激に広まっており、特に、貸借対照表の作成については、国においても検討されるように 

      なってきた。貸借対照表は、資本の投入と業績の成果を示すとともに次なるエネルギー情報を表示

      するものである。貸借対照表を作成すれば単年度の計画のみでなくて、例えば、長期財政収支計画

      の設定が可能となり、長期財政計画に基づいた資産負債を網羅した将来の貸借対照表を正確に作成

      できるようになる。長期的観点に立って国と地方の将来ビジョンを描けることのメリットは計り知

      れないものがある。                                                                     

　　　┌四日市市（財政部財務課）においては既に　（平成４年度～平成９年度）「普通会計　┐

　　　│企業会計方式決算」を作成し、その旨を平成１１年８月１７日に中日新聞紙上へ発表し│

　　　└ている。但し、統一会計基準がないまま条件設定が行われている。　　　　　　　　　┘



       発生主義で貸借対照表を作成する場合には、退職金も発生主義で負債計上しなければならない。

      会計基準は経済の発展とともに変っていくものであり、変えていかなければ展望のある活動もでき

      ない状況にある。特にグローバル化の近時は、会計革命ともいわれる程激しい、厳しいそして時を

      またないで会計基準変更が重ねて公表されている。また、会計には比較が重要な要素を持つためそ

      の基準は統一的でなければならないためでもある。                                         

        また、ここにきて介護保険開始で保健福祉では構造改革を余儀なくされるであろうし、また、厚

      生省は此度４月の介護保険制度の開始にあわせて、特別養護老人ホームなどを経営するすべての社

      会福祉法人に民間企業に準じた会計基準を導入する旨公表した。                             

　　　　　　　┌─────────────────────────────┐

　　　　　　　│社会福祉法人に損益計算を導入───介護保険開始で厚生省　　│

　　　　　　　│  厚生省は４月の介護保険制度の開始に合わせて、特別養護老人│

　　　　　　　│ホームなどを経営するすべての社会福祉法人に民間企業に準じた│

　　　　　　　│会計基準を導入する。損益計算書や減価償却制度を導入すること│

　　　　　　　│で、法人に経営努力を促す狙い。２月１日から１４日まで新会計│

　　　　　　　│基準案に対する国民の意見を募集する「パブリック・コメント」│

　　　　　　　│を実施したうえで各都道府県に通知する。　　　　　　　　　　│

　　　　　　　└─────────────────────────────┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成12年1月28日(金)日経新聞 　

        こうしてみると、現在の単会計年度制度下においても退職金を補助金等の対象とする場合に、発

      生主義的な取り扱いが行われても合規性に照らして問題はないと考えられる。ただし、退職金を補

      助金等の対象とする場合には実際の支出時退職金と退職金引当相当額との区分明記を行う必要があ

      る。その上、発生主義的な取り扱いをもって補助金等を定めたときには、退職給与引当金残高の対

      象資産の保管管理を四日市市において実施するものとすれば、単会計年度制度下においても整合性

      が保持されることにもなる。                                                             

        補助金等（補助金・委託金）に含まれる退職積立金についてはそれぞれ支出先を対象とした全体

      的な規定整備が望まれる。                                                               

                                                                                             

　  2) [高齢福祉課] 関係

　      老人福祉施設四日市ユートピアハウス建設費補助金                                       



　　    根拠条令＝四日市市の市街地内に社会福祉施設を設置するという地域社会の強い要請に沿った施

    　　　　　　　策のため四日市市議会での個別承認を得て決定                                 

      　総事業費  　883,914 千円　                                                           

　　　　　　　　　　┌  県補助金                   362,553 千円                              

　　　　　資金の源泉│社会福祉・医療事業団よりの 借入   186,200 千円 （20年返済 4.6％）

　　　　　　　　　　└  市中金融機関よりの借入     332,328 千円 （15年返済変動金利）　

　　　ア　補助金の金額                                                                       

　　　　社会福祉・医療事業団へ返済する　　元金＋利息の１／２（１／２は県補助）┐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├を補助金として交付。

　　　　市中金融機関へ返済する　　　　　　元利金合計額　　　　　　　　　　　　┘

　　　イ　補助金交付の期間                                                                   

　　　　　社会福祉・医療事業団 ・・・・ 平成４年度～平成23年度                                   

　　　　　市中金融機関　　　・・・・ 平成５年度～平成19年度                                   

                                              　                                           

    　市中金融機関の借入金利息の予算計上額について検討の結果、平成10年度における当初予算額と実

    際支出額との差異不用額は2,748 千円と少額であったが、平成11年度当初予算額を実際支出見込額との

    差異不用額は10,498千円と計算された。この不用額は現在の低金利市況からはかなり重要な額と思料さ

    れたので説明を求めたところ計算誤謬との回答があった。                                     

      後段は平成11年度に関する事項であるが比較のための調査の延長線上での検出事項である。予算計

    上の精度を高められたい。                                                                 

４　水道事業会計の財務管理について                                                       

                                                                                             

　　有形固定資産                                                                             

　　　平成10年度中の四日市市水道局における有形固定資産の増減額は下表の通りである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

┌────────┬───────────────────────────────────────────┬──────────┬──────────┐



│　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　取得価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　減価償却　　　　│　　期末帳簿　　　　│

│　資産の種類　　├──────────┬──────────┬──────────┬──────────┤　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　│

│　　　　　　　　│　　　期首価額　　　│　　　当期増加　　　│　　　当期減少　　　│　　　期末価額　　　│　　累計額　　　　　│　　価額　　　　　　│

├────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│土地　　　　　　│　１，３８７，７８７│　　　１２４，２３４│　　　　１３，６０２│　１，４９８，４１８│　　　　　　　　　　│　１，４９８，４１８│

├────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│建物　　　　　　│　１，７７２，０６１│　　　　４８，１４４│　　　　　６，３２４│　１，８１３，８８２│　　　５６６，０２８│　１，２４７，８５３│

├────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│構築物　　　　　│３６，２８１，０８６│　１，４４６，８０１│　　　　４０，１９０│３７，６８７，６９８│１２，０８９，７４６│２５，５９７，９５１│

├────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│機械及び装置　　│　５，８６１，７１４│　　　３４５，１２９│　　　　５５，２０１│　６，１５１，６４２│　３，２０４，６５５│　２，９４６，９８６│

├────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│車両運搬具　　　│　　　　８５，９７０│　　　　　２，３６５│　　　　　２，３０６│　　　　８６，０２９│　　　　６２，２４７│　　　　２３，７８１│

├────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│工具器具及び備品│　　　２３０，０４５│　　　　１９，９５７│　　　　　１，２９５│　　　２４８，７０８│　　　１６０，１２８│　　　　８８，５７９│

├────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│建設仮勘定　　　│　　　２０７，６２４│　　　　２８，５４１│　　　１０２，５３９│　　　１３３，６２６│　　　　　　　　　　│　　　１３３，６２６│

├────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┼──────────┤

│　　　合計　　　│４５，８２６，２９１│　２，０１５，１７４│　　　２２１，４５９│４７，６２０，００６│１６，０８２，８０７│３１，５３７，１９８│

└────────┴──────────┴──────────┴──────────┴──────────┴──────────┴──────────┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道局水道事業決算書固定資産明細書より抜粋）

  1)  監査の結果報告書に記載した事項について                                                 

      平成10年度中に竣工し、有形固定資産の取得価額に振替えられた工事費用のうち非償却資産である

    土地勘定に配賦された間接費15,919千円については、構築物、機械及び装置等の減価償却資産に配賦さ

    れる事が相当である。                                                                     

　　　　　　土地勘定へ振替えられている間接費                                                 

　　　　　　原水及び浄水施設費　　　　508 千円

　　　　　　第４期水道拡張費　　　 15,411 千円

　　　　　　　　　計　　　　　　　 15,919 千円

      （理　由）                                                                             



          工事を伴う構築物や機械及び装置等の有形固定資産を取得した場合、材料費・工事請負費等の

        直接費だけではなく、主として担当職員の人件費からなる間接費についても、工事毎、科目毎に

        配賦計算し、取得価額にこれを振替え加算している。　                                   

          即ち、原価計算が実施されており、この点一定の評価をする事ができる。                 

          但し、現状の原価計算では、間接費配賦の計算過程で土地の購入費を計算要素に含める事によ

        り、土地の取得価額にも間接費が配賦されている。                                       

          「四日市市水道事業会計規程」第89条では、固定資産の取得価額について定めているが、第１

        号に「購入によって取得したものは購入に要した価額」と明記されている。                 

          財務健全性即ち保守主義会計の見地からも、間接費の土地の取得価額への配賦は、今後取り止

        めるべきである。                                                                     

　　　　　なお、上記間接費15,919千円は施設それぞれの耐用年数により償却されることになる。     

                                                                                             

  2)  そ　の　他　                                                                           

　  ア  建設仮勘定の精算について                                                             

　　　　平成10年度末現在、前年度以前よりの継続工事（建設仮勘定残高のうちの105,085 千円相当）のう

　　　ち、以下の工事については、その後の会計事実の経過などを判断して速やかに施設利用権及び特別

　　　損失へ振替えられるべきものである。                                                     

　　　　　　末広橋  φ300 水道管添架費　　　　　　　　　1,180 千円

　　　　　　記念橋水道管添架インサート工事　　　　　　　　847 千円

　　　　　　リサーチパーク　配水池電気室設計委託費　　　1,416 千円

　　　　　　桜分水分岐工事負担金　　　　　　　　　　　 27,332 千円

                　　　計　　　　　　　　　　　　　　　 30,776 千円

          振替えられるべき科目別内訳

                      施設利用権    へ          16,509 千円

                      特別損失      へ          14,266 千円

                    　　  計        　          30,776 千円

    イ  固定資産売却・除却による損益について

        平成10年度水道事業会計の損益計算書に計上されている

                    固定資産売却益     5,845 千円

                    固定資産売却損     1,232 千円

                    固定資産除却費    30,837 千円 の内容は次のとおりである。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

┌────────┬──────┬────────┬──────┬──────┬─────┬─────┬──────┐

│　　　種類　　　│　売却先　　│面積（㎡）　　　│　　売却額　│　帳簿価額　│　売却益　│　売却損　│　除却費　　│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│土地　　　　　　│六名町自治会│１，４０３．００│　５，５４７│　１，７１３│３，８３３│　　　　－│　　　　　－│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│土地　　　　　　│三重県　　　│　　　２９．５１│　１，３２７│　　　　４４│１，２８３│　　　　－│　　　　　－│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│土地　　　　　　│三重県　　　│　　４４２．０５│　５，４７０│　４，７４２│　　７２８│　　　　－│　　　　　－│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│土地　　　　　　│三重県　　　│　　５４４．７２│　５，９３７│　７，１０２│　　　　－│１，１６５│　　　　　－│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│建物　　　　　　│除却　　　　│　　　　　　　　│　　　　　－│　１，９７８│　　　　－│　　　　－│　１，９７８│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│構築物　　　　　│除却　　　　│　　　　　　　　│　　　　　－│２２，１６９│　　　　－│　　　　－│２２，１６９│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│機械及び装置　　│除却　　　　│　　　　　　　　│　　　　　－│　６，１８５│　　　　－│　　　　－│　６，１８５│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│車両運搬具　　　│売却　　　　│　　　　　　　　│　　　　　０│　　　　６７│　　　　－│　　　６７│　　　　　－│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│車両運搬具　　　│除却　　　　│　　　　　　　　│　　　　　－│　　　４４８│　　　　－│　　　　－│　　　４４８│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│工具器具及び備品│除却　　　　│　　　　　　　　│　　　　　－│　　　　５５│　　　　－│　　　　－│　　　　５５│

├────────┼──────┼────────┼──────┼──────┼─────┼─────┼──────┤

│　　　計　　　　│　　　　　　│　　　　　　　　│１８，２８３│４４，５０８│５，８４５│１，２３２│３０，８３７│

└────────┴──────┴────────┴──────┴──────┴─────┴─────┴──────┘

        上記の売却または除却による損益について、定められた手続に従い合規に執行されているかどう

      かを関係帳簿・証拠書類により監査した。                                                 



      (ｱ) 六名町自治会への土地譲渡については、同町自治会の集会所建設用地として譲渡したものであ

        り、売却額は当該土地の上にある旧高花平水源地施設の解体費見積額を控除したため、売却額は

        売却評価額の約54％と低い価額となっている。公共団体において公共用又は公益用に供されるの

        で、「財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例第３条（普通財産の譲与又は減額譲渡) 」が

        適用され、時価よりも低い価額で譲渡することについては、特に問題はない。また、「公有財産

        規則第17条（用途の指定) 」には、「一定の用途に供させる目的をもって普通財産の売り払いを

        する場合は、その譲受人に対して、一定の用途並びにその用途に供しなければならない期日及び

        期間を指定しなければならない」と規定されているため、これを受けて、土地売買契約書におい

        ては、原則として所有権移転の日から５年間指定用途に供するとともに、指定期間満了の日まで

        の間において、その所有権を第三者に移転してはならない旨を定めている。問題はない。     

      (ｲ)   前記以外の土地は三重県へ譲渡したもので、その売却価額はいずれも三重県の鑑定評価額に 

        よっており、また売却原価の計算は正確である。適正と認められる。                       

      (ｳ) 構築物の除却費のうち、三重県所有の道路橋に平成７年に敷設した水管橋を４年に満たない短

        期間で除却し、17,300千円の損失を計上している。除却に至った事情を質問し関係書類を閲覧した

      　ところ、平成10年度に三重県が行った県所有道路橋の付け替え工事に伴う除却であり、平成７年

      　当時は県による道路橋の建替え計画はなく、耐震工事として急遽計画されたもので、短期間の供

      　用で除却に至ることを予想できず損失計上となったことは止むを得ないものと判断される。   

      　以上、固定資産の売却・除却は、定められた手続に従いかつその事務は合規に執行されているも

        のと認められる。                                                                     

    ウ  土地の帳簿管理と登記関係について                                                     

        所有土地につき、試査により登記済証・および登記簿謄本と固定資産台帳とを照合した。     

        試査の対象には次のものを抽出した。                                                   

            事務所用地                    全件                                       

              施設用地                                                                       

                浄水場用地                全件                                      　

                取水井用地      取水井 (プラント) 毎の簿価50,000千円以上    　２プラント　　　

                水源地用地        水源地毎の簿価50,000千円以上              １ケ所

              加圧ﾎﾟﾝﾌﾟ 所用地    簿価最大のもの                            １件

                配水池用地        配水池毎の簿価50,000千円以上  　    　    ２ケ所　

                導水管路用地    地区（水系）毎の簿価50,000千円以上　        １ケ所

    　　        配水管路用地      地区毎の簿価最大のもの                　１件　　         



    　          水管橋用地        四日市市内で簿価最大のもの            　１件             

    　　        材料置場用地              全件　　                                   

    　        その他施設用地              全件

      すべて固定資産台帳の記録と一致していることを認めた。                                   

                                                                                             

    エ  損害保険の付保状況について                                                           

        建物並びに機械及び装置の未償却残高419,483万円 に対し、691,686 万円の建物総合損害共済保険に加

      入している。特記事項はない。                                                           

                                                                                             

    オ  施設の利用効率について                                                               

　  　  ここ数年井戸の新規取得はなく、水源地の水量は減少し自己水源の能力は毎年減少傾向にあり、

　  　このため県営水道（三重用水系）からの買い入れにより配水能力を向上させている。水源施設別配

　  　水能力及び配水量実績は、次表のとおりである。                      

┌───────────┬───────────────────────┰───────────────────────┐

│　　　　　　　区分　　│　　　　配水能力　　　　　　　　（ｍ３／日）　┃　　　　　　　配水量実績　　　（ｍ３／日）　　│

│　　　　　　　　　年度├───────┬───────┬───────╂───────┬───────┬───────┤

│水源地名　　　　　　　│　平成８年度　│　平成９年度　│平成１０年度　┃　平成８年度　│　平成９年度　│　平成１０年度│

├───────────┼───────┼───────┼───────╂───────┼───────┼───────┤

│　朝明水源地　　　　　│　２３，５００│　２３，５００│　２３，５００┃　１４，２４８│　１３，７４４│　１３，２５４│

├───────────┼───────┼───────┼───────╂───────┼───────┼───────┤

│　小牧水源地　　　　　│　３６，０４０│　３５，４３０│　３５，０２０┃　２９，５８３│　２８，４１４│　２８，３６０│

├───────────┼───────┼───────┼───────╂───────┼───────┼───────┤

│　三滝水源地　　　　　│　１８，６００│　１８，３００│　１８，２００┃　１５，５７１│　１７，０３５│　１６，７１８│

├───────────┼───────┼───────┼───────╂───────┼───────┼───────┤

│　三滝西水源地　　　　│　１６，７８０│　１６，５１０│　１６，４４０┃　１３，３３３│　１１，６５４│　１０，５５７│

├───────────┼───────┼───────┼───────╂───────┼───────┼───────┤

│　内部水源地　　　　　│　２１，９８０│　２１，６６０│　２１，５４０┃　１５，９９１│　１４，４１８│　１３，３５５│

├───────────┼───────┼───────┼───────╂───────┼───────┼───────┤

│　　　　　小計　　　　│１１６，９００│１１５，４００│１１４，７００┃　８８，７２６│　８５，２６５│　８２，２４４│



┝━━━━━━━━━━━┿━━━━━━━┿━━━━━━━┿━━━━━━━╋━━━━━━━┿━━━━━━━┿━━━━━━━┥

│県営水道（木曽総計）　│　３３，４００│　３３，４００│　３３，４００┃　１８，２３４│　１７，０５７│　１７，１４２│

├───────────┼───────┼───────┼───────╂───────┼───────┼───────┤

│県営水道（三重用水系）│　２５，０８０│　２９，２６０│　３３，４４０┃　１９，６５５│　２２，９４３│　２６，２０５│

├───────────┼───────┼───────┼───────╂───────┼───────┼───────┤

│　　　　　小計　　　　│　５８，４８０│　６２，６６０│　６６，８４０┃　３７，８８９│　４０，０００│　４３，３４７│

┝━━━━━━━━━━━┿━━━━━━━┿━━━━━━━┿━━━━━━━╋━━━━━━━┿━━━━━━━┿━━━━━━━┥

│　　　　　　計　　　　│１７５，３８０│１７８，０６０│１８１，５４０┃１２６，６１５│１２５，２６５│１２５，５９１│

└───────────┴───────┴───────┴───────┸───────┴───────┴───────┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道局提供資料より）

　　　配水量実績(１日当たり平均立方メートル) は、平成10年度は平成９年度に比べ若干持ち直したものの平成８年度と

　　比較すると､1,024立方メートルの減少であり､ 反対に配水能力は平成10年度は平成８年度より6,160立方メートル、

　　平成９年度より3,480立方メートルの増加となっている。

　　　施設の効率を表す分析比率の推移は次のとおりである。

┌──────────┬───────────┬─────┬─────┬─────┐

│　　　　項目　　　　│　　　算出方法　　　　│　８年度　│　９年度　│　１０年度│

├──────────┼───────────┼─────┼─────┼─────┤

│　　　　　　　　　　│１日平均配水量　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

│施設利用率　（％）　│───────×１００│７２．３９│７０．４９│６９．３５│

│　　　　　　　　　　│１日配水能力　　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

├──────────┼───────────┼─────┼─────┼─────┤

│　　　　　　　　　　│１日平均配水量　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

│　　負荷率　（％）　│───────×１００│８２．７４│８６．２９│８４．２８│

│　　　　　　　　　　│１日最大配水量　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

├──────────┼───────────┼─────┼─────┼─────┤

│　　　　　　　　　　│１日最大配水量　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

│最大稼働率　（％）　│───────×１００│８７．５０│８１．６９│８２．２８│



│　　　　　　　　　　│１日配水能力　　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

├──────────┼───────────┼─────┼─────┼─────┤

│　配水管使用効率　　│年間総配水量　　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

│　　　　　　　　　　│───────　　　　│３３．２４│３２．４９│３２．３９│

│（１ｍ当たりｍ３）　│導送配水管延長　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

├──────────┼───────────┼─────┼─────┼─────┤

│　固定資産使用効率　│年間総配水量　　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

│　　　　　　　　　　│───────　　　　│１５．３６│１４．７７│１４．５４│

│（１万円当たりｍ３）│有形固定資産　　　　　│　　　　　│　　　　　│　　　　　│

└──────────┴───────────┴─────┴─────┴─────┘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道事業年報－平成10年度版－より）

        施設利用率は、負荷率と最大稼働率に分解される。平成10年度は平成９年度に比べ負荷率は平均

      配水量以上に最大配水量が伸びたので2.01％低下し、最大稼働率は最大配水量の伸びが配水能力の

      伸びを若干上回ったが0.59％の上昇に止まっている。このため施設利用率は低下し、他の使用効率

      も平成９年度に続いて悪化した。                                                         

        しかし給水戸数・人口は毎年増加しており、今後の水道需要は上昇し配水量の増加が見込まれる

      ことにより、施設の利用率は改善されるものと期待される。                                 

    カ  設備投資の効果について                                                               

        有形固定資産のうち配水設備が最も多く、平成10年度末未償却残高の74％を占め、平成10年度に

      おいても設備投資総額2,015 百万円（受贈を含む）の65％を占める1,307 百万円が配水設備に投資さ

      れている。                                                                             

        投資効果をみるため配水管延長キロ数と配水能力の関係をみると、次表のとおり配水管１キロ当

      たり配水能力は平成10年度は平成８年度及び平成９年度の129立方メートルから131立方メートルに上昇し、

　　　 配水管１キロ当たり配水設備未償却残高は平成10年度は平成８年度より60万円、平成９年度より20万円

　　　 の増に止まっている。配水設備に対する投資の効果は有効である。                               



┌────────────────────┬───────┬───────┬───────┐

│　　　　　　　　　項目　　　　　　　　　│　　８年度　　│　　９年度　　│　１０年度　　│

├────────────────────┼───────┼───────┼───────┤

│延長キロ数（ｋｍ）　　　　　　　　　　　│　　１，３５９│　　１，３７６│　　１，３８４│

├────────────────────┼───────┼───────┼───────┤

│１日当たり配水能力（ｍ３）　　　　　　　│１７５，３８０│１７８，０６０│１８１，５４０│

├────────────────────┼───────┼───────┼───────┤

│配水設備未償却残高（百万円）　　　　　　│　２１，６３３│　２２，４６３│　２２，９２８│

├────────────────────┼───────┼───────┼───────┤

│１日当たり配水能力／延長キロ数（ｍ３）　│　　　　１２９│　　　　１２９│　　　　１３１│

├────────────────────┼───────┼───────┼───────┤

│配水設備未償却残高／延長キロ数（百万円）│　　　１５．９│　　　１６．３│　　　１６．５│

└────────────────────┴───────┴───────┴───────┘

    キ  遊休土地について                                                                     

        水道事業用地のうち､ 平成10年度末現在事業の用に供されていない土地が次のとおり８ケ所ある｡

          (ｱ) 茂福水源地                大字茂福字四五六2281-2     1,509　㎡                　

          (ｲ) 旧北山簡易水道水源地      北山町字板取249-2            571　㎡                　

          (ｳ) 山城ポンプ所              あさけが丘二丁目1-192      1,952　㎡                　

          (ｴ) 坂部団地加圧ポンプ所      坂部が丘四丁目1-3            631　㎡                　

          (ｵ) 坂部団地高架水槽用地      坂部が丘四丁目1-118          387　㎡                　

          (ｶ) 河原田水源地              河原田町字鎌田1828-2       7,561　㎡                　

          (ｷ) 桜水源地                  智積町字中須24-3             540　㎡                　

          (ｸ) 広永加圧ポンプ所          広永町字向山647-48           207　㎡                　

        このうち(ｱ) は四日市市青少年課（現、生涯学習課）へ子供広場として、(ｲ) は三重県へ下野警察

      官駐在所用地として、(ｳ)(ｴ)(ｵ) は四日市市公園緑地課へ公園としていずれも貸付けており、その

      他の(ｶ)(ｷ)(ｸ) は遊休状態にある。活用策を検討すべきである。                             

        なお、将来的には時価評価の必要も視野に認識しておく必要がある。                       



５  市債及び一時借入金に係る事務の執行について

                                              

　  市債の残高（借入金は年度内発生・返済のため年度末に残高はない。）は、平成10年度末現在2,043

　億円となり、平成10年度市税収入528 億円の約４倍に達している。帽子を被して増大をとめる計画で財

　政部財務課ではそのための財政分析及び類団比較を実施しているので、その幾つかを紹介し、理解に供

　したい。                                                                                   

　　　財政状況の推移

　　　　　　　　　　　　　　　一般会計歳入内訳　　　　（自主・依存財源別）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

┌─────────────┬──────────────┬───────────────┬───────────────┐

│　　　　　　　　　　区分　│　　　　　　６年度　　　　　│　　　　　　７年度　　　　　　│　　　　　　８年度　　　　　　│

│　　　　　　　　　　　　　├───────┬──────┼────────┬──────┼────────┬──────┤

│　　内訳　　　　　　　　　│　　決算額　　│　　構成比　│　　　決算額　　│　　構成比　│　　　決算額　　│　　構成比　│

├───┬─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　　　│　　　　　　　　　│　　　　　　　│　　　　　％│　　　　　　　　│　　　　　％│　　　　　　　　│　　　　　％│

│　　　│　市税　　　　　　│　４８，６６５│　　４９．０│　　５０，１７２│　　４９．５│　　５１，３７１│　　４９．６│

│　自　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　　　│　使用料・手数料　│　　２，０５８│　　　２．１│　　　２，０８６│　　　２．１│　　　２，０６８│　　　２．０│

│　主　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　　　│　諸収入　　　　　│　１２，０９２│　　１２．１│　　１１，５７８│　　１１．４│　　　９，０８４│　　　８．８│

│　財　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　　　│　その他　　　　　│　　５，８５１│　　　５．９│　　　６，０７７│　　　６．０│　　　５，３７６│　　　５．２│

│　源　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　　　│　小計　　　　　　│　６８，６６７│　　６９．１│　　６９，９１６│　　６９．０│　　６７，９００│　　６５．６│

├───┼─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　　　│　国庫支出金　　　│　　８，７４５│　　　８．８│　　　９，６３９│　　　９．５│　　　９，６１２│　　　９．３│

│　　　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　依　│　県支出金　　　　│　　２，８８９│　　　２．９│　　　３，４９１│　　　３．５│　　　３，８４４│　　　３．７│

│　　　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　存　│　譲与税・交付金　│　　５，６３２│　　　５．７│　　　５，１０９│　　　５．０│　　　４，７７３│　　　４．６│



│　　　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　財　│　地方交付税　　　│　　　　８５０│　　　０．９│　　　　　８９７│　　　０．９│　　　　　９５１│　　　０．９│

│　　　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　源　│　地方債　　　　　│　１２，５３２│　　１２．６│　　１２，２３２│　　１２．１│　　１６，４５５│　　１５．９│

│　　　├─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　　　│　小計　　　　　　│　３０，６４９│　　３０．９│　　３１，３７１│　　３１．０│　　３５，６３６│　　３４．４│

├───┴─────────┼───────┼──────┼────────┼──────┼────────┼──────┤

│　　　　　合計　　　　　　│　９９，３１６│　１００．０│　１０１，２８７│　１００．０│　１０３，５３６│　１００．０│

└─────────────┴───────┴──────┴────────┴──────┴────────┴──────┘

┌───────────────┬──────────────┬──────────────┬────────────────┐

│　　　　　　９年度　　　　　　│　　　　９年度類団　　　　　│　　　　　１０年度　　　　　│　　　　１０年度前年度対比　　　│

├────────┬──────┼───────┬──────┼───────┬──────┼────────┬───────┤

│　　　決算額　　│　　構成比　│　　決算額　　│　　構成比　│　　決算額　　│　　構成比　│　　　増減額　　│　増減率（％）│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　　　　　　　│　　　　　％│　　　　　　　│　　　　　％│　　　　　　　│　　　　　％│　　　　　　　　│　　　　　　　│

│　　５４，３７０│　　５３．６│　５１，４５８│　　５３．９│　５２，８０１│　　５４．７│　▲　１，５６９│　▲　　２．９│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　　２，１３５│　　　２．１│　　２，３０１│　　　２．４│　　２，１３７│　　　２．２│　　　　　　　１│　　　　０．１│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　　７，６５１│　　　７．５│　　５，５８２│　　　５．９│　　７，２９６│　　　７．５│　▲　　　３５５│　▲　　４．６│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　　４，８７６│　　　４．８│　　５，０７５│　　　５．３│　　４，９２５│　　　５．１│　　　　　　４８│　　　　１．０│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　６９，０３４│　　６８．０│　６４，４１７│　　６７．５│　６７，１５９│　　６９．５│　▲　１，８７４│　▲　　２．７│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　　８，４１２│　　　８．３│　　８，３７９│　　　８．８│　　８，０９９│　　　８．４│　▲　　　３１３│　▲　　３．７│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　　３，４２４│　　　３．４│　　３，７７２│　　　４．０│　　３，１４８│　　　３．３│　▲　　　２７６│　▲　　８．１│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤



│　　　４，２９２│　　　４．２│　　３，７２３│　　　３．９│　　５，９１４│　　　６．１│　　　１，６２２│　　　３７．８│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　　　　９８０│　　　１．０│　　４，５６５│　　　４．８│　　１，０７９│　　　１．１│　　　　　　９９│　　　１０．１│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　１５，３１４│　　１５．１│　１０，５３６│　　１１．０│　１１，１８４│　　１１．６│　▲　４，１２９│　▲　２７．０│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　　３２，４２４│　　３２．０│　３０，９７６│　　３２．５│　２９，４２６│　　３０．５│　▲　２，９９８│　▲　　９．２│

├────────┼──────┼───────┼──────┼───────┼──────┼────────┼───────┤

│　１０１，４５９│　１００．０│　９５，３９３│　１００．０│　９６，５８６│　１００．０│　▲　４，８７３│　▲　　４．８│

└────────┴──────┴───────┴──────┴───────┴──────┴────────┴───────┘

    上記構成比と金額で特記されるのは、依存財源の地方債の発行で、平成６年度から平成９年度までの

　漸増である。また、類団とは後葉「類似都市財政状況調」に記載された四日市市を含む13市である。 

　  市債の発行及び残高を示せば、次のとおりである。                                           

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

┌────┬────────────────┬────────────────┬────────────────┬────────────────┬────────────────┐

│　　　　│　　　　　　６年度　　　　　　　│　　　　　　７年度　　　　　　　│　　　　　　８年度　　　　　　　│　　　　　　９年度　　　　　　　│　　　　　　１０年度　　　　　　│

│　区分　├───────┬────────┼───────┬────────┼───────┬────────┼───────┬────────┼───────┬────────┤

│　　　　│　　発行額　　│　　　残高　　　│　　発行額　　│　　　残高　　　│　　発行額　　│　　　残高　　　│　　　発行額　│　　　　残高　　│　　発行額　　│　　　残高　　　│

├────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┤

│一般会計│１２，５３２　│　６８，１３９　│１２，２３２　│　７６，７０４　│１６，４５５　│　８９，２８３　│１５，３１４　│　９９，９３８　│１１，１８４　│１０５，４８９　│

├────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┤

│特別会計│　９，２０９　│　６８，４９３　│　９，８９７　│　７６，９３１　│　８，６９４　│　８４，０２５　│　９，２７１　│　９１，３３４　│　９，６４７　│　９８，９２３　│

├────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┤

│　　　　│（８，６４７）│（６３，８２２）│（９，０６０）│（７１，９６７）│（７，９６５）│（７８，８６０）│（７，８１５）│（８５，１７１）│（８，５２７）│（９１，９９０）│

├────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┼───────┼────────┤

│合　　計│２１，７４１　│１３６，６３２　│２２，１３０　│１５３，６３５　│２５，１４９　│１７３，３０９　│２４，５８６　│１９１，２７３　│２０，８３２　│２０４，３１３　│

└────┴───────┴────────┴───────┴────────┴───────┴────────┴───────┴────────┴───────┴────────┘

   (注) 1.  残高は各年度末残高である。                                                       



        2.　特別会計下欄金額は、うち、公共下水道分を示す。                                   

        3.　地方債の10年度末残高は、このほか、公営企業会計（市立四日市病院事業・水道事業）に 

    　　  23,624百万円あり、平成10年度末総残高合計は、227,937 百万円である。                 

　　　　　　　　　　　　　　　一般会計支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                   

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　┌───────────────┬──────┬──────────────┐

　　│　　　　　　　　　　　　　　　│平成９年度　│　　　　　　左の内訳　　　　│

　　│　　　　　　　　区分　　　　　├──────┼──────┬───────┤

　　│　　　　　　　　　　　　　　　│決算額（Ａ）│　特定財源　│一般財源（Ｂ）│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│人件費　　　　　　　　　　　　│２１，３８３│　２，１００│　１９，２８２│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│物件費　　　　　　　　　　　　│１０，８３２│　３，２０６│　　７，６２６│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│維持補修費　　　　　　　　　　│　２，５４２│　　　８１３│　　１，７２９│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│扶助費　　　　　　　　　　　　│　９，９１３│　６，１１４│　　３，７９８│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│補助費等　　　　　　　　　　　│　５，９６１│　１，５４８│　　４，４１２│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│普通建設事業　　　　　　　　　│２５，３１６│１９，６４４│　　５，６７２│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　補助事業費　　　　　　　　│　７，１２４│　６，７０７│　　　　４１６│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　単独事業費　　　　　　　　│１７，３２２│１２，２８５│　　５，０３７│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　県営事業負担金　　　　　　│　　　４９１│　　　２７３│　　　　２１８│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　同級他団体施行事業負担金　│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤



　　│　　受託事業費　　　　　　　　│　　　３７７│　　　３７７│　　　　　　　│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│災害復旧費　　　　　　　　　　│　　　１１０│　　　　５９│　　　　　５０│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　補助事業費　　　　　　　　│　　　　５９│　　　　５９│　　　　　　０│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　単独事業費　　　　　　　　│　　　　５０│　　　　　　│　　　　　５０│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　県営事業負担金　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│公債費　　　　　　　　　　　　│　８，６１３│　　　１３４│　　８，４７９│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　通常分　　　　　　　　　　│　８，５３２│　　　１３４│　　８，３９８│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　転貸分　　　　　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　一時借入金利子　　　　　　│　　　　８０│　　　　　　│　　　　　８０│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│積立金　　　　　　　　　　　　│　　　７９０│　　　２７９│　　　　５１０│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│投資及び出資金　　　　　　　　│　　　　１０│　　　　　　│　　　　　１０│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│貸付金　　　　　　　　　　　　│　３，８３４│　３，８３２│　　　　　　１│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│繰出金　　　　　　　　　　　　│　９，９１９│　　　１９６│　　９，７２３│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　公営企業計　　　　　　　　│　　　６５９│　　　　　　│　　　６５９　│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　その他　　　　　　　　　　│　９，２５９│　　　１９６│　　９，０６３│

　　├───────────────┼──────┼──────┼───────┤

　　│　　　歳出合計　　　　　　　　│９９，２２６│３７，９２８│　６１，２９８│



　　└───────────────┴──────┴──────┴───────┘

　 (注) 　平成９年度には、ドーム型多目的スポーツ施設建設事業4,415 百万円（うち地方債を

　　　　財源とする額3,739 百万円）がある。

┌───────────────┬──────┬──────────────┬────────────────┐

│　　　　　　　　　　　　　　　│平成１０年度│　　　　　　左の内訳　　　　│　　対前年度比　　　　　　（％）│

│　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　├──────┬───────┼──────┬─────────┤

│　　　　　　　区分　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　│（Ｃ）　　　│　　（Ｄ）　　　　│

│　　　　　　　　　　　　　　　│決算額（Ｃ）│　特定財源　│一般財源（Ｄ）│──×１００│　　──×１００　│

│　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　│（Ａ）　　　│　─　（Ｂ）　　　│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│人件費　　　　　　　　　　　　│２１，１６６│　２，２７９│　１８，８８７│　９８．９９│　　　　９７．９５│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│物件費　　　　　　　　　　　　│１０，４０９│　２，７０５│　　７，７０４│　９６．１０│　　　１０１．０３│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│維持補修費　　　　　　　　　　│　２，４２９│　　　７９０│　　１，６３９│　９５．５４│　　　　９４．７８│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│扶助費　　　　　　　　　　　　│１０，４９２│　６，４０７│　　４，０８５│１０５．８４│　　　１０７．５３│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│補助費等　　　　　　　　　　　│　６，２０７│　１，３８８│　　４，８１９│１０４．１４│　　　１０９．２３│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│普通建設事業　　　　　　　　　│１９，８３２│１４，６７０│　　５，１６１│　７８．３４│　　　　９０．９９│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　補助事業費　　　　　　　│　６，３５０│　５，８４７│　　　　５０３│　８９．１４│　　　１２０．８７│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　単独事業費　　　　　　　│１２，３０１│　８，２６５│　　４，０３５│　７１．０２│　　　　８０．１２│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　県営事業負担金　　　　　│　　　７４１│　　　１１９│　　　　６２２│１５０．９０│　　　２８４．４７│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　同級他団体施行事業負担金│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　　　│



├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　受託事業費　　　　　　　│　　　４３７│　　　４３７│　　　　　　　│１１５．８３│　　　　　　　　　│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│災害復旧費　　　　　　　　　　│　　　４４４│　　　１７４│　　　　２６９│４０３．６２│　　　５３０．５８│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　補助事業費　　　　　　　│　　　１０６│　　　　９６│　　　　　１０│１７８．８５│１５，０５６．７２│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　単独事業費　　　　　　　│　　　３２７│　　　　７７│　　　　２５０│６４５．５１│　　　４９３．３５│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　県営事業負担金　　　　　│　　　　１０│　　　　　１│　　　　　　９│　　皆増　　│　　　皆増　　　　│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│公債費　　　　　　　　　　　　│　９，５６８│　　　　７１│　　９，４９７│１１１．０９│　　　１１２．０１│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　通常分　　　　　　　　　│　９，５３０│　　　　７１│　　９，４５９│１１１．７０│　　　１１２．６４│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　転貸分　　　　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　│　　　　　　│　　　　　　　　　│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　一時借入金利子　　　　　│　　　　３８│　　　　　　│　　　　　３８│　４７．０７│　　　　４７．０７│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│積立金　　　　　　　　　　　　│　　　１７０│　　　１６１│　　　　　　９│　２１．５７│　　　　　１．７８│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│投資及び支出金　　　　　　　　│　　　　１３│　　　　　　│　　　　　１３│１２２．１３│　　　１２２．１３│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│貸付金　　　　　　　　　　　　│　３，５３７│　３，５３３│　　　　　　４│　９２．２７│　　　２４６．００│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│繰出金　　　　　　　　　　　　│１０，２６０│　　　２４３│　１０，０１７│１０３．４４│　　　１０３．０３│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　公営企業計　　　　　　　│　　　６４７│　　　　　　│　　　　６４７│　９８．１１│　　　　９８．１１│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤

│　　　その他　　　　　　　　　│　９，６１３│　　　２４３│　　９，３７０│１０３．８２│　　　１０３．３９│

├───────────────┼──────┼──────┼───────┼──────┼─────────┤



│　　　　　歳出合計　　　　　　│９４，５３３│３２，４２４│　６２，１０８│　９５．２７│　　　１０１．３２│

└───────────────┴──────┴──────┴───────┴──────┴─────────┘

　　なお、財政状況については、他の地方公共団体（県下13市及び類似13市）との比較を行い、その規模の

　適正化を図っている。その平成10年度を掲記すれば、以下のとおりである。

　　こちらをクリック（PDF形式）

　　○　　おわりに

　　　四日市市の平成10年度末普通会計の市債残高は 1,103億円、全会計では 2,279億円に達している。ま

　　た、人件費、扶助費、施設の管理運営費など経常的経費も恒常的に増加し続けており、財政構造から好

　　ましくない収支の不均衡要因となっている。その結果、財源不足を補てんすべき財政調整基金等の三基

　　金は財務課の調べによれば、平成10年度末にはピーク時の約30％まで減少している。同じく財務課の分

　　析によれば、平成10年度普通会計決算における指標も、経常収支比率89.0％（前年度86.0％）、公債負

　　担比率14.9％（同13.6％）、起債制限比率11.4％（同11.0％）などとなり、各指標とも前年度より悪化

　　してきている。                                                                             

　　　四日市市は、統一的な基準に基づく情報ではないが、市独自の合理的と思料される条件を設定した平

　　成４年度から平成９年度までの貸借対照表を作成したことについてを平成11年 2月 3日の伊勢新聞に、ま

　　た平成11年 6月21日の日経新聞に報道している。この「提出する意見」の中にも主張したように、国・

　　地方公共団体とも貸借対照表を作成していなかったことが一つの重要な要因となって借金財政になった

　　ことを反省し、１日も早く全国統一的な基準が整備され、それに基づいて決算貸借対照表の作成は勿論、

　　財政計画にもその年度ごとの貸借対照表を作成して市民に財政の展望情報を提供することを心から望む

　　ものである。

　　　なお、参考までに、日本公認会計士協会では国・地方公共団体におけるバランスシート検討専門部会

　　を設置し第１回目の会合を平成11年 6月 9日に開催し、継続審議を重ね、平成12年 3月までに指針を作成

　　することを目途としております。このプロジェクトチームの設置目的は、「国・地方公共団体における

　　財政状態及び事業の費用対効果の把握を分りやすくするため、貸借対照表の導入について調査研究を行

http://www.city.yokkaichi.mie.jp/inspect-gaibu/20000222/20000222.pdf


　　なう。」ことであり、当面は地方公共団体における貸借対照表の用語、様式及び作成方法等について調

　　査研究を行うこととしております（平成11年6月15日CPA 政連第299号）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上


